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若者の政治離れが深刻である。 
学校での主権者教育を長年にわたって事実上禁止してきたこと、社会が成熟したこ

となど、原因は多岐にわたるだろう。しかし、現下の社会情勢の影響を最も長く受け、

社会の持続可能性を最も強く意識せざるを得ないのが若者である。だからこそ、若者

にこそ政治に関心を持ち、参加してもらいたい。 
そのためには、若者の社会参画の促進、投票環境の向上、主権者教育の充実、意識

啓発などを進める必要がある。 
とりわけ、若者の社会参画の促進は特に重要であるが、その重要な一角を占める選

挙を、若者が自分事と感じられる環境づくりは喫緊の課題である。選挙権は 18歳に
引き下げられ、成人年齢も同様に引き下げられた。しかし、被選挙権年齢も供託金額

も諸外国の水準に比べて高くなっている現状は、若者のチャレンジ意欲を削いでいる

と言わざるを得ず、これらの点について早急な改善が求められる。 
以下、超党派の「若者政策推進議員連盟」として行ってきた検討の概要と提言の内

容を記し、各政党に対し、本提言を踏まえた早期の対応を求めるものである。 
 
1. 被選挙権年齢について 

 
① 経緯と現状 

衆議院議員の被選挙権年齢は、昭和 20年に法改正し、30歳から 25歳に引
き下げられた。この趣旨については、同法案審議において、選挙権年齢の 25
歳から 20 歳への引き下げに伴うものであること、青年の知識能力が向上し
たこと、青年の選挙への参加は新日本建設に資することと説明された。 
参議院議員の被選挙権年齢は、昭和 22年の参議院議員選挙法制定以来、30
歳となっている。衆議院よりも 5歳高くする趣旨については、同法案審議の
際、衆議院に対して参議院を異質的なものたらしめると共に、参議院の性格

にふさわしい分別と経験を保つためと説明されている。なお、参議院を衆議

院に対して異質的たらしめるための方策としては、被選挙権年齢の違いに加

えて選挙制度についても差異が設けられている。 
地方議会及び市区町村長の被選挙権年齢は、従前より 25歳で変わらない。
都道府県知事も同様に従前より 30歳となっているが、市区町村長よりも 5歳
高く設定する趣旨については、帝国議会当時、地方団体としての規模が異な

るという観点から説明がなされている。 
なお、諸外国における下院の被選挙権年齢は 18 歳以下とする国が 34%、

21歳以下が 64%であり、上院の場合は 18歳以下が 20%、21歳以下が 33%、
25歳以下が 43%となっている。 



 
② 当議連としての検討 

当議連において立法当初の経緯等についても検討を行ったが、今日におい

て各級選挙の被選挙権年齢に差を設けることについては合理性を見出すのが

難しいとの意見が大半であった。 
具体的な年齢については、選挙権年齢が 20歳から 18歳に引き下げられた
ことに合わせて被選挙権年齢も 2歳引き下げるべき、という意見も一部にあ
った。しかし、被選挙権年齢も選挙権年齢と同一の 18歳にすべき、という意
見が大半であった。その理由としては、「同世代が政治の世界にチャレンジし

ている姿を見れば学生も含めた若者の社会参画意識や投票率は大きく向上す

ることが見込まれる」、「その候補者がふさわしいか否かについては、年齢も

含めて有権者が判断するべきことであり、立候補の要件を選挙権年齢よりも

高くすることに合理性が欠ける」というものであった。 
当議連が若者団体に対して行ったアンケート（44 団体：総構成人数 3300
人程度）でも、被選挙権年齢を 18 歳に引き下げるべき、という意見が 69%
に上った。 
なお、改正民法が成立し、成人年齢が 18歳に引き下げられた一方で、未成
年者飲酒禁止法の適用対象及び競馬法における馬券の購入可能年齢等が 20
歳に据え置かれたこと、少年法の適用年齢も引き続き 20 歳未満であること
について、「被選挙権年齢を 18歳に引き下げるのであれば、これらの法令に
ついても同様の措置を講ずべきである」との意見があった一方、「制度趣旨が

異なる」と慎重な意見もあった。 
 

③ 提言 
候補者の適正については年齢も含めて有権者が判断すべきものであることか

ら、各級選挙の被選挙権年齢の 18歳への引下げを目指し、諸外国の状況も踏
まえた検討を各党において進めることを求める。 
なお、参議院や都道府県知事については、その歴史的背景や役割を鑑みて

別途検討する。 
 
 

2. 供託金額について 
 
① 経緯と現状 

供託金は、候補者の乱立や売名目的のための立候補の防止等の目的で制度

化されており、その金額は、各級選挙ごとに設定され、また徐々に引き上げ

られてきている。 
なお直近では、平成 4年に公職選挙法を改正し、選挙公営の充実に伴って
供託金額を大幅に引き上げている（例：衆議院は 200万円から 300万円に引
き上げ）。 



諸外国においては、乱立防止策として、有権者による一定数の署名を立候

補の要件としている国もある。供託金制度のみ導入している国、署名制度の

みの国、供託金も署名も両方課している国など、その在り方は各国それぞれ

であり、また供託金の金額も国によって大きく異なる。 
 

② 当議連としての検討 
供託金額の引下げの必要性については、当議連の検討において意見が分か

れた。 
引下げるべきとの主張についても、「諸外国と比べても、また地方と比べて

も高額な国会議員選挙の供託金額を大幅に引き下げるべき」との意見があっ

た一方で、「地方議員のなり手不足解消のためにもまずは地方議会議員選挙の

供託金額を下げるべき」と意見が分かれた。 
引下げに慎重な意見は「供託金額の引下げに伴って選挙公営が削られてし

まう可能性は否定できない。そうなればかえって若者の政治参加を阻害する

結果につながってしまう」、「供託金額を大幅に引き下げれば乱立は避けられ

ず、多額の選挙公営が財政を圧迫することになる」などであった。 
なお、若者団体からは供託金額の大幅な引下げを求める声が強かった。 

 
③ 提言 

国や地域を想い政治を志す若者がどのような経済状況に置かれていたとし

ても立候補できる環境を整えるのは極めて重要なことである。 
このため、供託金額については、過去数次にわたって引上げの方向で変更

が行われてきたが、若者の社会参画を促進する観点からは、今後は（廃止も

含め）大幅に引下げる方向で、諸外国の状況も踏まえた不断の見直しを行っ

ていくべきである。 
なお、供託金額の引下げや廃止を行う場合には、選挙公営を削り、結果と

して若者の政治参加を妨げることが生じないように留意するとともに、選挙

公営の在り方についても見直すべきである。 
以上 


